
平成 7年国勢調査結果の概要（その 2） 

 

 平成 7年 10月 1日現在で実施された国勢調査の第 1次基本集計のうち，北九州市に関する結果の概要

をまとめたものである。その 2では配偶関係と住居の状況について掲載する。 

 

1 配偶関係  

 平成 7年国勢調査結果のうち，北九州市に常住する 15歳以上人口を配偶関係別にみると，有配偶者は

男 254,758 人，女 255,364 人で 15 歳以上人口に占める割合（有配偶率）はそれぞれ 63.16%，55.64%

となっている。未婚者は男 121,474人，女 111,428人で 15歳以上人口に占める割合（未婚率）はそれぞ

れ 30.12%，24.28%，死別者は男 10,936人，女 64,581人で 15歳以上人口に占める割合（死別率）はそ

れぞれ 2.71%，14.07%，離別者は男 13,047人，女 25,287人で 15歳以上人口に占める割合（離別率）

はそれぞれ 3.23%，5.51%となっている。  
 

表 1－配偶関係，年齢(5歳階級)，男女別 15歳以上人口 

 

 

表 2－配偶関係，年齢(5歳階級)，男女別 15歳以上人口の構成 



 有配偶率，未婚率はともに男の方が高くなっているが，死別率，離別率では女の方が高い。これは，

男女の寿命の差や再婚率の違いによるものと考えられる。  

 

 有配偶率を年齢 5歳階級別にみると，男は 15～19歳(0.35%)，20～24歳(8.04%)で 10%以下となって

いるが，20歳代後半から上昇し 30歳代で 50%を超え，60～64歳の 87.6%をピークとして 50～74歳で

85%以上の高率を示し，75 歳以上では次第に低下している。一方，女は 20～24 歳で 13.13%と 10%を

超えているが，男と同じく 20歳代後半から上昇し 30歳代で 70%を超え，40～44歳の 80.01%で早くも

ピークを迎え，その後 50歳代後半から低下し 70歳以上では 50%以下となっている。  

 

 平成 2 年調査と比べると，有配偶率は男 2.18 ポイント，女 1.86 ポイントそれぞれ低下している。こ

れを年齢 5 歳階級別にみると，男は 20～24 歳で 0.52 ポイント高くなったのを例外として 74 歳以下の

各階級で低下している。女は 15～54 歳までの各階級で低下しているが，65～69 歳 3.67 ポイント，70

～74 歳 5.18 ポイントとそれぞれ上昇している。全体として有配偶率は低下の傾向にあるが，特に男で

は 30～34歳と 45～49歳，女では 30～39歳の各階級で 5ポイント以上の低下となっている。これに対

して，男は 75歳以上，女は 55歳以上の年齢階級では有配偶率は前回調査を上回っている。  

 

表 3－配偶関係，年齢(5歳階級)，男女別 15歳以上人口（平成 2年） 

 



表 4－配偶関係，年齢(5歳階級)，男女別 15歳以上人口の構成（平成 2年） 

 

 

図 1－年齢 5歳階級，男女，配偶関係別人口構成 

 
 

 未婚率を平成 2 年調査と比べると，男 1.42 ポイント，女 0.76 ポイントそれぞれ上昇している。これ

を年齢 5歳階級別にみると，男の 20～24歳を除くすべての年齢階級で上昇しており，特に男の 30～34

歳(5.27ポイント)，女の 25～29歳(7.37ポイント)，同 30～34歳(5.95ポイント)の各年齢階級で 5ポイ

ントを超える大幅な上昇となるなど，男女とも青壮年層での未婚率の上昇が著しい。  
 

 死別率は，男女で大きな差(11.36ポイント)があるが，これを年齢 5歳階級別にみるとほぼすべての年

齢階級で女の方が高くかつ年齢階級が上昇するにつれその差が拡大している。また，平成 2 年調査との

比較では，全体としては男女ともわずかに(男 0.15ポイント，女 0.69ポイント)上昇しているが，これを

年齢 5歳階級別にみるとほとんどの年齢階級で平成 2年調査を下回っている。これは，年齢構造の高齢

化につれて青壮年の死別率の低い層の人口が減少し，死別率の比較的高い中高年層の人口が増加したた

めと思われる。  
 

 離別率を平成 2年調査と比べると，男 0.44ポイント，女 0.57ポイントそれぞれ上昇し，女は 5%を初

めて超える結果となった。



2 住居 

(1) 一般世帯  

 一般世帯のうち住宅に住む世帯は 379,359世帯で，一般世帯の 97.86%を占め，住宅以外の寮・寄宿舎，

旅館，工場等に住む世帯は 8,307世帯，同 2.14%となっている。  

 

 これを住宅の所有関係別にみると持ち家に住む世帯が 194,752世帯(一般世帯に占める割合 50.24%)と

最も多く，次いで借家に住む世帯が 162,166世帯(同 41.83%)，給与住宅 19,628世帯(同 5.06%)，間借り

の世帯 2,813世帯(0.73%)の順となっている。  

 

 また，借家の世帯の内訳をみると民間の借家に住む世帯が 111,620世帯(借家に住む世帯に占める割合

68.83%)と最も多く，以下公営の借家 34,772世帯(同 21.44%)，公団・公社の借家 15,774世帯(同 9.73%)

の順となっている。  

 

表 5－住居の種類，住宅の所有関係別一般世帯数，一般世帯人員，1世帯当たり室数・延べ面積及び 1人

当たり室数・延べ面積 

 

 

表 6－住居の種類，住宅の所有関係別一般世帯数，一般世帯人員，1世帯当たり室数・延べ面積及び 1人

当たり室数・延べ面積(平成 2年) 

 



 平成 2年調査と比べると，世帯数の増加に伴い住宅に住む一般世帯も 23,803世帯，6.69%増加してい

る。住宅の所有関係別にみると，一般世帯に占める割合は持ち家が 0.29 ポイント，借家が 0.60 ポイン

トそれぞれ上昇し，特に持ち家の割合は一般世帯の 50%を超えることとなった。一方，給与住宅と間借

りは減少している。  

 

 主世帯(住宅に住む一般世帯のうち間借りを除く世帯)の 1世帯当たりの室数は 4.17室である。住宅の

所有の関係別にみると持ち家が 5.27室と最も多く，次いで給与住宅 3.62室，公営の借家 3.44室，公団・

公社の借家 3.09 室，民営の借家 2.72 室となっている。これを平成 2 年調査と比べると，世帯数の増加

とそれに伴う小家族化の進行を反映し，いずれの区分においても 1 世帯当たり室数は減少しており，主

世帯全体では 0.12室の減となっている。  

 

 主世帯の 1世帯当たり延べ面積は 73.6㎡である。住宅の所有の関係別にみると持ち家が 101.7㎡と最

も広く，以下給与住宅 57.0㎡，公営の借家 46.7㎡，公団・公社の借家 44.2㎡，民間の借家 39.9㎡とな

っている。これを平成 2 年調査と比べると民営の借家を除いて，延べ面積は増加している。特に持ち家

が 3.8 ㎡(3.88%)と大幅に増加している。1 世帯当たりの室数は減少し，1 世帯当たりの延べ面積が増加

していることから，1室当たりの延べ面積が増加していることがわかる。  

 

 主世帯の 1人当たり室数は 1.59室である。住宅の所有の関係別にみると持ち家が 1.79室と最も多く，

以下公営の借家・民営の借家 1.33室，給与住宅 1.27室，公団・公社の借家 1.26室となっている。平成

2年調査との比較では，全ての区分においてわずかに増加している。  

 

 主世帯の 1 人当たり延べ面積は 28.1 ㎡である。住宅の所有の関係別にみると持ち家が 34.6 ㎡と最も

広く，以下給与住宅 20.0㎡，民営の借家 19.6㎡，公営の借家・公団・公社の借家 18.0㎡となっている。

これを平成 2年調査と比べると全ての区分で増加し，主世帯全体では 2.5㎡の増加となっている。1世帯

当たり延べ面積と同じく，持ち家が 3.1㎡(9.84%)と大きく増加している。  

 

表 7－住宅の建て方，住宅の所有の関係別住宅に住む一般世帯数及び一般世帯人員 



表 8－居住室数，住宅の所有の関係別住宅に住む一般世帯数及び一般世帯人員 

 

 

 住宅に住む一般世帯についてその住宅の建て方別にみると，一戸建が 181,259世帯(住宅に住む一般世

帯に占める割合 47.78%)と最も多く，以下共同住宅 169,224 世帯(同 44.61%)，長屋建 28,271 世帯(同

7.45%)，その他 605世帯(同 0.16%)となっている。これを，平成 2年調査と比べると一戸建の割合が 1.72

ポイント減少し，代わって共同住宅の割合が 3.22ポイント増加している。 

 

 共同住宅の階数別にみると，建物全体の階数では 3～5階建が最も多く 85,750世帯で，共同住宅に住

む一般世帯の 50.67%はこの住宅に住んでいる。ついで，6 階建以上 48,805 世帯，1・2 階建 34,669 世

帯の順となっている。これを，世帯が住んでいる階別にみると 1・2階に住んでいる世帯が最も多く 79,885

世帯，以下 3～5階 67,851世帯，6階以上 21,488世帯となっており，共同住宅に住む一般世帯の 87.30%

は 5階以下の階に住んでいる。 

 

 主世帯の居住室数別分布をみると 4室が最も多く 94,804世帯(主世帯に占める割合 25.18%)で，以下 5

室が 72,346世帯(同 19.21%)，3室 68,121世帯(同 18.09%)と続いている。これを住宅の所有の関係別に

みると，持ち家は 5室以上の世帯が 137,148世帯で持ち家に住む一般世帯の 7割を超えている。借家で

は，その規格による制約から 2～4室の世帯が約 8割を占めており，持ち家との住宅規模の違いが際だっ

ている。  



(2) 人口集中地区の一般世帯  

 人口集中地区(平成 7年国勢調査の基本単位区を基礎単位とし原則として，人口密度が 4,000人/Ｋ㎡以

上の地域が隣接していて，それらの地域の人口が平成 7 年の国勢調査時に 5,000 人以上を有している地

区)の一般世帯のうち住宅に住む世帯は 347,544 世帯で，一般世帯の 97.88%を占め，住宅以外の寮・寄

宿舎，旅館，工場等に住む世帯は 7,541世帯，同 2.12%となっている。 

 

 これを住宅の所有関係別にみると持ち家に住む世帯が 170,840世帯(一般世帯に占める割合 48.11%)と

最も多く，次いで借家に住む世帯が 155,249世帯(同 43.72%)，給与住宅 18,846世帯(同 5.31%)，間借り

の世帯 2,609 世帯(0.73%)の順となっている。借家の世帯の内訳をみると民間の借家に住む世帯が

107,810世帯(借家に住む世帯に占める割合 69.44%),公営・公団・公社の借家 47,439世帯(同 30.56%)と

なっている。市全体と比べると，持ち家の割合が 2.13 ポイント低く，借家の割合が相対的に 1.89 ポイ

ント高くなっている。 

 

 主世帯の 1 世帯当たりの室数は 4.08 室である。これを住宅の所有の関係別にみると，持ち家が 5.22

室で最も多く，次いで，給与住宅 3.62室，公営・公団・公社の借家 3.33室，民営の借家 2.70室となっ

ている。平成 2年調査と比べると，住宅の所有の関係の如何に関わらずわずかに減少し，主世帯では 0.11

室の減となっている。また，市全体と比べると，持ち家 0.05 室，民営の借家 0.02 室などとわずかに少

なく，主世帯では 0.09室少なくなっている。 

 

 主世帯の 1 人当たり延べ面積は 27.6 ㎡である。これを住宅の所有の関係別にみると，持ち家が 34.3

㎡で最も広く，次いで，給与住宅 19.9㎡，民営の借家 19.5㎡，公営・公団・公社の借家 18.1㎡となっ

ている。平成 2 年調査と比べると，持ち家が 2.9 ㎡(9.27%)と大きく増加したほか全ての区分で増加し，

主世帯で2.4㎡の増加となった。市全体と比べると全体的にやや狭く，主世帯では0.5㎡狭くなっている。 

 

 住宅に住む一般世帯についてその住宅の建て方別にみると，共同住宅が 165,401世帯(住宅に住む一般

世帯に占める割合 47.59%)と最も多く，次いで一戸建 156,263世帯(同 44.96%)，長屋建 25,335世帯(同

7.29%)，その他 545世帯(同 0.16%)となっている。これを平成 2年調査と比べると一戸建の割合は 1.41

ポイント減少，代わって共同住宅の割合が 3.02 ポイント増加し，この結果共同住宅に住む世帯の数が，

一戸建に住む世帯の数を上回ることとなった。 

 

 共同住宅の階数別にみると，建物全体の階数では 3～5階建が最も多く 83,551世帯で，共同住宅に住

む一般世帯の 50.51%はこの住宅に住んでいる。ついで，6 階建以上 48,360 世帯，1・2 階建 33,490 世

帯の順となっている。これを，世帯が住んでいる階別にみると 1・2階に住んでいる世帯が最も多く 77,478

世帯，以下 3～5階 66,562世帯，6階以上 21,361世帯となっており，共同住宅に住む一般世帯の 87.09%

は 5階以下の階に住んでいる。 

 

 主世帯の居住室数別分布をみると 4室が最も多く 88,369世帯(主世帯に占める割合 25.62%)で，以下 5

室が 64,957世帯(同 18.83%)，3室 63,841世帯(同 18.51%)と続いている。これを住宅の建て方別にみる

と，一戸建は 5室以上の世帯が 108,869世帯で一戸建に住む主世帯の 7割を超えている。一方，共同住

宅では 2～4室の世帯が一戸建に住む主世帯の 74.16%を占めている。 

 



表 9－住居の種類，住宅の所有の関係別一般世帯数，一般世帯人員，1世帯当たり室数・延べ面積及び 1

人当たり室数・延べ面積(ＤＩＤｓ) 

 

 

表 10－住宅の建て方，住宅の所有の関係別住宅に住む一般世帯数及び一般世帯人員(ＤＩＤｓ) 

 

 



表 11－居住室数，住宅の建て方別住宅に住む主世帯数及び主世帯人員(ＤＩＤｓ) 

 
 

(3) 高齢者世帯  

 65歳以上の親族のいる一般世帯を住宅の所有の関係別にみると，持ち家が 81,714世帯(65歳以上の親

族のいる一般世帯に占める割合 71.86%)と最も多く，これは一般世帯全体における持ち家の所有割合

(50.24%)を 21.62 ポイントと大きく上回っている。以下，民営の借家 18,555 世帯(同 16.32%)，公営の

借家 9,093世帯(同 8.00%)，公団・公社の借家 2,843世帯(同 2.50%)，給与住宅 758世帯(同 0.67%)，間

借り 555世帯(同 0.49%)となっている。 

 

 高齢夫婦世帯を住宅の所有の関係別にみると，持ち家が 24,107 世帯(高齢夫婦世帯に占める割合

77.43%)と最も多く，次いで民営の借家 3,525世帯(同 11.32%)，公営の借家 2,408世帯(同 7.73%)，公団・

公社の借家 784世帯(同 2.52%)，給与住宅 143世帯(同 0.46%)，間借り 102世帯(同 0.33%)となっている。 

 

 65歳以上の高齢単身世帯を住宅の所有の関係別にみると，持ち家が 14,373世帯(65歳以上の高齢単身

世帯に占める割合 50.35%)と最も多く，次いで民営の借家 8,952世帯(同 31.36%)，公営の借家 3,600世

帯(同 12.61%)，公団・公社の借家 1,065世帯(同 3.73%)，間借り 360世帯(同 1.26%)，給与住宅 108世

帯(同 0.38%)となっている。 

 



表 12－住居の種類，住宅の所有関係別 65歳以上の親族のいる一般世帯数，一般世帯人員，1世帯当たり

室数・延べ面積及び 1人当たり室数・延べ面積 

 

 

表 13－延べ面積，住居の種類・住宅の所有の関係別高齢夫婦世帯数 

 

 



表 14－延べ面積，住居の種類・住宅の所有の関係，高齢単身者の男女別高齢単身世帯数 

 

 

(4) 外国人のいる世帯  

 外国人のいる一般世帯を住宅の所有の関係別にみると，持ち家が 1,617世帯(外国人のいる一般世帯に

占める割合 37.10%)と最も多いが，民営の借家 1,588世帯(同 36.43%)とほぼ拮抗している。以下，公営

の借家 586世帯(同 13.44%)，給与住宅 169世帯(同 3.88%)，公団・公社の借家 126世帯(同 2.89%)，間

借り 85世帯(同 1.95%)となっている。 

 

表 15－住宅の種類・住宅の所有の関係別外国人のいる一般世帯数，一般世帯人員，1 世帯当たり室数及

び 1世帯当たり延べ面積 



付 大都市の状況 

 東京都の特別区の区域及び政令指定都市の平成 7 年国勢調査結果をみると，最も人口が多いのは東京

都特別区で 7,967,614 人，次いで横浜市 3,307,136 人，大阪市 2,602,421 人，名古屋市 2,152,184 人，

札幌市 1,757,025人，京都市 1,463,822人，神戸市 1,423,792人，福岡市 1,284,795人，川崎市 1,202,820

人，広島市 1,108,888人，北九州市 1,019,598人，仙台市 971,297人，千葉市 856,878人の順となって

いる。平成 2 年調査と比べると，北九州市の順位に変動はないが，阪神淡路大震災により神戸市と京都

市の順位が入れ替わった。また，平成 2 年調査から人口が減少したのは，東京都特別区，名古屋市，大

阪市，神戸市，北九州市の 5都市であった。 

 

 各都市の人口の年齢構成をみると，15 歳未満の年少人口の割合が最も高いのは，神戸市の 16.6%で，

次いで仙台市(16.3%)，福岡市(16.0%)，広島市(15.7%)，札幌市(15.6%)，北九州市(15.4%)，名古屋市(15.2%)，

千葉市(15.2%)，横浜市(14.9%)，川崎市(14.4%)，京都市(13.7%)，大阪市(13.5%)，東京都特別区(12.0%)

となっている。 

 

 15～64 歳の生産年齢人口の割合が最も高いのは，川崎市の 75.5%で，次いで千葉市(75.4%)，横浜市

(74.0%)，東京都特別区(73.9%)，仙台市(72.8%)，札幌市(72.6%)，福岡市(72.6%)，大阪市(72.2%)，名古

屋市(71.8%)，広島市(71.3%)，京都市(71.1%)，神戸市(70.7%)，北九州市(68.8%)となっている。 

 

 65 歳以上の老年人口の割合が最も高いのは，北九州市の 15.7%で，次いで京都市(14.6%)，大阪市

(14.1%)，東京都特別区(13.7%)，神戸市(13.5%)，名古屋市(12.7%)，広島市(11.9%)，札幌市(11.5%)，横

浜市(11.0%)，福岡市(11.0%)，仙台市(10.8%)，川崎市(10.0%)，千葉市(9.4%)となっている。 

 

表 18－大都市の人口 

 


